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令 和 元 年 度 事 業 計 画 
 

 

政府は、行政手続きの電子化、オンライン化などデジタル改革を推進し、国税庁では、中長期的に

目指すべき税務行政の将来像（スマート税務行政）の実現に向けた施策を進めている。 
一方、中小企業の多くは、人材不足と担い手不足などの課題を抱える中、10月から始まる消費税率

の引き上げと軽減税率の導入に向けて対応する必要がある。 

また、経済では、シェアリングエコノミーなどのこれまでにない取引形態が生まれ、さらに、キャ

ッシュレス社会の実現に向けた取組が始まっている。 
このような環境の中、社会にとって必要不可欠な税理士制度を築いていくため、本会は、中長期的

な視点に立って、次のとおり制度を支える事項について戦略的に取り組んで行く必要がある。 
① ＩＣＴ社会における納税環境の変化や社会環境の変化を見据えながら、納税者からの一層の信頼

に応え、広く国民から理解される税理士制度を確立する。 
② 若者が税理士を選択するための施策を展開し、次代の税理士制度を担う者を育成する。 
③ 税務に関する専門家として、税制や税務行政の改善進歩に資する意見を表明し税理士の社会的使

命を果たしていくとともに、税理士の職能を様々な場面で活用することを通じて、社会に貢献する。 
④ デジタル社会が一層進展し、会計・税務を取り巻く環境が大きく変化する中、絶えず税理士の資

質の向上を図り、これら環境変化や技術進歩に対応していく。 
⑤ 中小企業の事業承継対策や経営力強化に関する施策を関係機関と連携して進め、わが国企業の９

９％を占める中小企業の継続、繁栄を支えていく。 
 
以上に掲げた、①国民の理解、②次代の育成、③社会への貢献、④環境変化・技術進歩への対応、

⑤中小企業の継続繁栄を、税理士制度の維持・発展に向けた柱とし、令和元年度において、次に掲げ

る施策を優先しつつ、積極的な活動を展開する。 
 

＜重点施策＞ 
一 国民・納税者の信頼に応え得る税理士制度の更なる確立を目指し、税理士法改正に向けて具体的

な施策の検討を進める。 
二 国民の税理士制度への理解を深めるため、対外広報を強化するとともに、若者が税理士に関心を

持つための施策を講ずる。 
三 税制及び税務行政等の改善進歩に資する提言及び建議を行う。 
四 税理士会が行う事業承継サイトの周知・普及に資する施策を進める等、関係省庁等との連携・協

力のもと、中小企業支援に関する施策を積極的に講ずるとともに、会計参与制度並びに「中小企業

の会計に関する指針」及び「中小企業の会計に関する基本要領」の普及を推進する。 
五 研修内容の充実及び受講機会の拡大に係る施策を進めるとともに、「登録時研修」の受講義務化に

向けた検討を進める。 
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六 租税教育等の普及、推進及び充実を図る。 
七 社会保障・税番号制度における情報連携及びマイナポータルの利活用に向けた施策を推進すると

ともに、税理士の業務の環境整備を図る。 
八 電子申告・電子納税制度の発展及び利便性向上に向けた施策を推進する。 
九 税理士の綱紀の保持、品位の向上及び職業倫理の高揚を図るとともに、非税理士による税理士法

違反行為の排除に努める。 
十 独自事業を中心とした税務支援事業の定着を図るとともに、受託事業及び協議派遣事業について

適切に対応する。 
十一 書面添付制度の普及・定着を図るための施策を推進する。 
十二 「日税連成年後見支援センター」の事業活動の充実を図り、税理士の成年後見制度への参画を

促進するほか、地方公共団体に対し外部監査人及び監査委員等への税理士の登用を働きかけるなど、

公益活動について積極的に取り組む。 
十三 アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）の事業活動を支援するととも

に、諸外国の税制に関する情報収集に努める。 
十四 大規模災害に際し必要な施策を的確かつ迅速に対応する。 
 

 

＜各部・委員会等事業＞ 

１ 総  務  部 

（１）各部、委員会との連絡調整に努め、円滑な会務運営を図る。 

（２）事務局の効率的運営を図るとともに、会務運営に係る関係諸規程の整備を行う。 

（３）個人情報及び特定個人情報等に関し、他の分掌機関と連携し適正な保護・管理に努める。 

（４）税理士職業賠償責任保険制度等の改善合理化を図る。 

（５）税理士及び税理士法人に関する情報の適正な管理に努める。 

（６）会館の適正な管理・運営に努める。 

（７）税理士会の紛議調停制度の連絡調整を行う。 

（８）税理士会、関連団体及び関係諸機関との連絡調整に努める。 

（９）表彰制度の合理的運営を図る。 

（10）業界功労者の栄典を推進する。 

（11）災害発生等緊急時における諸対策を引き続き検討する。 

 

２ 財  務  部 

（１）予算の適正な執行の監理を行う。 

（２）健全な財務体質の確保を図る。 

（３）各種事業に関し、適正な資金計画を策定する。 

（４）本会が保有する資金の保全を図る。 

（５）税理士会及び税理士会の支部における滞納会費徴収整理事務について、税理士会と連絡調整を
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行う。 

（６）大規模災害発生時の緊急支出に備える特定資産について、計画的な積立を行う。 

（７）経理事務処理について合理化を図るとともに、消費税率の引上げに備えて会計ソフトを更新し、

効率的な運用を行う。 

 

３ 広  報  部 

（１）機関紙「税理士界」を発行する。 

（２）税理士のイメージ向上、税理士会の活動のＰＲ等のための対外広報活動を行う。 

（３）若年層に対して、税理士の職業認知度を上げるための対外広報活動を行う。 

（４）ホームページの充実を図る。 

（５）対外広報ツールを企画・制作する。 

（６）「税理士記念日」行事及び「税を考える週間」参加行事を企画実施する。 

（７）パブリシティ活動を進める。 

（８）広報活動の一層の充実を図る。 

 

４ 制  度  部 

（１）次なる税理士法改正に向けて、税理士法に関する研究を進めるとともに、改正すべき論点を整

理する。 

（２）税理士制度及びこれに関連する諸制度の検討を進める。 

（３）各国の税理士及び職業会計人制度とわが国の制度との比較研究を進める。 

 

５ 調 査 研 究 部 

（１）税制及び税務行政の改善整備に関する建議書を作成するとともに、関係諸機関との折衝等を進

めその実現に努める。 

（２）税務行政手続の整備についての調査研究を進める。 

（３）諸外国の税制及び税務行政を調査し、わが国の制度との比較研究を進める。 

（４）税理士業務に関連する会計制度、会社法制、ＩＦＲＳ等について調査研究を進める。 

（５）「公開研究討論会」を企画実施する。 

（６）「日税研究賞」を公益財団法人日本税務研究センターと協議のうえ企画実施する。 

（７）税制審議会及び公益財団法人日本税務研究センターとの連携を図る。 

 

６ 業 務 対 策 部 

（１）税理士の職域の確保・拡充を図るため税理士会会員の業務改善に関する諸施策について検討す

る。 
（２）税理士の業務に関する専門家責任を実現する観点から、業務水準の向上方策を周知するための

施策を講じる。 
（３）税理士事務所の内部規律及び内部管理体制の適切な構築を図るための施策を講じる。 
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（４）所属税理士制度の適切な運用を図るための施策を講じる。 
（５）税理士法第４１条に規定する帳簿（業務処理簿）の作成義務の周知徹底を図るための施策を講

じる。 
（６）国税庁と協議のうえ、書面添付制度の普及・定着を一層進めるための施策を講じる。 
（７）関係団体との緊密な連携のもと、税理士会員のための税務相談事業を実施する。 
（８）災害対策本部と連携し、同部の実施する中小企業等に対する震災関連施策に協力する。 
（９）社会保障・税番号制度に伴う税理士の業務の環境整備に係る施策等を実施する。 
 
７ 研  修  部 

（１）研修の受講義務化を踏まえ、研修内容の充実及び受講機会の拡大に向けた施策を講ずる。 

（２）「全国統一研修会」を企画実施する。 

（３）「登録時研修」を企画実施するとともに、受講義務化に向けた検討を進める。 

（４）マルチメディアを利用した研修の普及拡大に向けた施策を講ずるとともに、その周知に努める。 

（５）研修関係諸規則の周知に努める。 

（６）受講時間の公表に向け、研修受講管理システムの円滑な運用を図る。 

 

８ 税務支援対策部 

（１）独自事業、受託事業及び協議派遣事業の定着を図るとともに、独自事業のあり方について検討

を行う。 
（２）受託事業のあり方について、国税当局との協議を進める。 
（３）税務支援における電子申告及び特定個人情報について適切に対応する。 
（４）税務関連諸団体との協調関係を促進するため、これら団体及び関係官庁との間で協議を積極的

に進める。 
（５）税理士法第５０条（臨時の税務書類の作成等）問題に関する対策を進める。 
（６）「特設の会場で行う税務相談」の適正・円滑な実施のための対策を進める。 
（７）当部事業に関連した職域侵害への防止対策を講じる。 
（８）離島支援事業及び離島対策費のあり方について検討する。 
（９）災害対策本部と連携し、同本部の実施する震災及び風水害関連税務支援施策に協力する。 
 
９ 綱 紀 監 察 部 

（１）税理士の倫理の高揚及び品位の向上を図る。 

（２）所在不明確認調査に関する規則等の適正な運営を図る。また、調査の事務処理を行うとともに、

税理士会との連絡調整を図る。 

（３）税理士法第52条違反行為の排除に関する方策を講じる。特に、広域的な事案に対し税理士会と

の緊密な連携のもと対応を図る。 

（４）名義貸し行為（税理士法第 37条の２）の未然防止に関する方策を講じる。 

（５）綱紀保持に関する国税当局との協議会及び会員向け研修会の開催を推進する。 
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（６）会則第７３条に規定する税理士会の会員の不服申立てを処理する。 

（７）税理士会又は支部の会費を滞納する者に対する懲戒処分手続きに係る規程等の整備を行う。 

（８）税理士の業務広告（特にインターネットによるホームページ等）について税理士会との連絡調

整を図り、対応策を検討する。 

（９）税理士が主宰する会計法人及び税理士法人に併設される会計法人に係る問題点及びその対応策

を検討するとともに、その適切な運営について、税理士会との緊密な連携のもと対応を図る。 

（10）情報機器を使った税理士法違反行為の排除を図る 

 

１０ 登 録 調 査 部 

（１）登録申請書の調査を行い、その結果を登録審査会に報告する。 

（２）各税理士会との連携を図り、登録調査事務の適正化及び統一化に努める。 

（３）税理士証票の定期交換事務を的確に進める。 

（４）登録業務ネットワーク（個人情報の保護を含む。）の適正な運営を図る。 

（５）税理士の登録事務の改善整備を図る。 

（６）税理士法人の届出に関する事務の適正な運営を図る。 

（７）「税理士登録調査事務必携」及び「税理士登録・開業の手引」の改訂を行う。 

 

１１ 公益活動対策部 

（１）地方公共団体外部監査制度及び監査委員制度について、地方自治法改正及び監査制度見直しの

動向を注視し、地方公共団体に対して税理士の登用要請を積極的に行うとともに、地方公共団体

の監査制度研修を実施する。 
（２）政治資金監査制度について、税理士の登録政治資金監査人への登用要請を積極的に行うととも

に、「政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マニュアル）」及び「政治資金監査に関

するＱ＆Ａ」の改定内容等に沿って政治資金監査に関する研修を実施する。 
（３）非営利法人の活動を支援する税理士のための諸施策を講じ、特に、ＮＰＯ法人及び社会福祉法

人に関する研修施策を実施する。さらに、地方独立行政法人等に対する税理士の監事への登用推

進方策を検討する。 
（４）行政不服審査法に規定する審理員及び第三者機関の委員に税理士の登用を積極的に地方公共団

体に要請するとともに、必要な支援体制を整備する。 
（５）公益的業務に関し、税理士会との連絡調整を図るとともに、公益的業務に関する様々な職務に

就く税理士の従事状況調査を実施し、支援方策等について税理士会と連携して支援する体制を検

討する。 
（６）政策担当秘書制度に関する諸施策を実施する。 

 

１２ 租税教育推進部 

（１）租税教育等のあり方を研究し、その充実を図る。特に租税教育講義用テキストの普及や活用方

法等について検討する。 
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（２）租税教育関係省庁等との連携により、効果的な租税教育等を推進する。 

（３）大学に「寄附講座」を開設し、健全な納税者意識を持つ国民を育成し、併せて国民に対し税理

士制度の周知を図る。 

（４）「教員養成大学への寄附講座」を開設し、教員養成大学と連携して租税教育等を担う教員の養成

を推進する。 

 

１３ 国  際  部 

（１）アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）との連携、協調を図るととも

に、将来の恒久的事務局の設置を見据え、同協会の事業活動に対し積極的に支援・参加する。 

（２）国内外における研修会、コンベンション等を通じ、諸外国に対しわが国の税理士制度の紹介に

努め、税務専門家制度の確立及び発展に寄与する。 

（３）諸外国の関係諸機関及び諸団体との交流促進を図る。 

（４）諸外国の税制及び税務専門家制度に関する情報収集に努める。 

（５）一般社団法人日税連税法データベース（ＴＡＩＮＳ）と連携し、諸外国の税制及び税務専門家

制度に関する情報並びに日税連・税理士会の国際関係事業の発信に努める。 

（６）税理士会における国際交流事業への対応について、連絡、調整を進め、必要な支援を行う。 

（７）外国語版ホームページ等諸外国向け広報ツールの充実を図る。 

（８）国際税務情報研究会等との連携を図る。 

 

１４ 中小企業対策部 

（１）税理士会の会員が行う中小企業支援に係る業務の推進を図るため、研修会を実施する等、周辺

環境整備に努める。 
（２）各税理士会の行う事業承継サイトの周知・普及に資する施策を積極的に講じる。 
（３）中小企業庁等との緊密な連携のもと、中小企業支援施策に協力する。 
（４）会計参与制度の普及・推進を図るため、所要の方策を講じるとともに、「会計参与の行動指針」

について、日本公認会計士協会と協議を行う。 
（５）「中小企業の会計に関する指針」（チェックリストを含む。）及び「中小企業の会計に関する基本

要領」（チェックリストを含む。）の普及定着を図るため、所要の対策を講じる。 
（６）災害対策本部と連携し、同部の実施する中小企業等に対する震災関連施策に協力する。 
 

１５ 事 業 本 部 

（１）税務、会計、経営及び法律に関する図書類の監修、編集、刊行及び推薦に関する事業を実施す

る。 

（２）前記の図書類の販売促進について、日本税理士協同組合連合会との連繋を図る。 

（３）税理士会員章略章等の作成頒布を行う。 

 

１６ 会務制度委員会 
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（１）組織機構及び運営制度の改善合理化を図る。 

（２）会則その他諸規則等の整備改善を図る。 

（３）税理士会の会則変更に関する意見を立案する。 

（４）税理士会の組織運営に関する制度の調査研究を進める。 

 

１７ 情報システム委員会 

（１）電子申告・電子納税制度の発展及び利便性向上に寄与するための施策を関係諸機関と折衝しつ

つ、推進する。 

（２）税理士用電子証明書の円滑な取得と利用について検討するとともに、第五世代電子証明書のあ

り方について検討を行う。 

（３）社会保障・税番号制度における情報連携及びマイナポータルの利活用に向けた施策を推進する。 

（４）税理士の業務の情報化に関する調査研究を行う。 

（５）会務を円滑に遂行するために必要な情報基盤の整備に関し検討を行い、他の分掌機関に対し情

報提供を行う。 

（６）ＩＣＴ関連情報について関連官公署・諸団体と連携を取りつつ情報の活用について検討を行う。 

（７）一般社団法人日税連税法データベースとの連携を密にし、同社団が運営する税理士情報ネット

ワークシステム（ＴＡＩＮＳ）について会員への情報提供を行う。 

 

１８ 法対策実行本部 

税制改正問題、規制改革問題、税理士制度改革問題等についての対応策を樹立し、その実現に向け

て強力な運動を推進する。 

 

１９ 日税連成年後見支援センター 

（１）各税理士会成年後見支援センターへの業務支援及び連絡調整を行う。 

（２）成年後見業務従事者に関する情報を収集し、管理体制を構築する。 

（３）成年後見制度に関する研修等の企画及び運営をするとともに倫理指導に関する施策を講じる。 

（４）成年後見助成金制度を適正に運営する。 

（５）成年後見賠償責任保険を適正に運営するとともに、更なる充実に向けて、検討を進める。 

（６）成年後見制度に関する調査及び研究を行うとともに、成年後見制度の利用の促進に関する法律

に基づく各種施策に対応する。 

（７）成年後見制度に関する行政・司法機関及び各種団体との連絡調整を行う。 

（８）税理士による成年後見制度に係る取り組みについて、国民への周知を図る。 

（９）日税連成年後見支援センターホームページを適切に運用するとともに、会員・国民へ成年後見

制度に関連する情報提供を行う。 

 

２０ 税 制 審 議 会 

税制、税務行政及び税理士制度に関する会長諮問について審議し、その結果を答申する。 
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２１ 国際税務情報研究会 

（１）諸外国の税制、税務専門家制度、税務行政に関する情報の収集と調査研究を行う。 

（２）国際部と連携し、諸外国の税務関係機関及び団体との交流を行う。 

（３）情報の収集と調査研究に係る成果について、関係分掌機関等へのフィードバックを行う。 

 

２２ 税理士制度調査会 

（活動休止中） 

 

２３ 総 合 企 画 室 

（１）会務に必要な情報、資料の収集、分析及びその活用を図る。 
（２）中長期の基本施策の調査研究を進める。 
（３）税理士法改正に向けて具体的な施策の検討を進める。 
（４）税理士を目指す若者を増やすための施策について検討する。 
（５）男女共同参画社会に向けた取組みについて検討する。 
（６）資格制度に関する規制改革について、税務・会計実務におけるＡＩ活用の動向等を注視すると

ともに、その調査研究及び対策を進める。 
（７）資格制度を中心としたサービス貿易の自由化について、税理士制度を維持するとの観点から、

二国間・多国間協議の動向等を注視するとともに、その調査研究及び対策を進める。 
（８）緊急を要する重要事案の対応策を講じる。 

 


